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令和５年度 京都市防災会議専門委員会（洪水土砂部会） 

 

 

１ 日 時 

 令和５年８月２日（水）午前１０時～午前１１時 

 

２ 場 所 

 京都市危機管理センター 

 

３ 出席者 

  京都市防災会議専門委員会 洪水土砂部会委員 ４名 

  京都市危機管理監 他３名 

 
４ 議 題 

土砂災害による避難情報の解除の判断基準について 
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令和５年度 京都市防災会議専門委員会（洪水土砂部会） 

 

出席者名簿（敬称略） 

 
 専門委員会員（洪水土砂部会員） ◎ 部会長 

氏 名 職      名 研究分野 

◎三村  衛 一般財団法人 GRI 財団 代表理事 地盤工学、液状化災害 

堀   智晴 京都大学防災研究所 教授 水資源工学、水文学、 
水災害の防止と軽減 

王  功輝 京都大学防災研究所 教授  地質工学、地すべり学、 
土砂災害学 

竹林 洋史 京都大学防災研究所 准教授 河川・砂防工学 

 
 京都市 

氏 名 職     名 

廣瀬 智史 危機管理監 

和田 隆宏 行財政局 防災危機管理室長 

星野 和之 行財政局 防災危機管理室 防災課長 

村松 正章 行財政局 防災危機管理室 地域防災推進課長 
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議題 土砂災害による避難情報の解除の判断基準について 

京都市は市域面積が広く、市街地の三方が山に囲まれた盆地で形成されており、
北部と南部で降雨の状況が異なるなど、気象の影響の偏在性が生まれやすい地理
的・地形的な要素がある。 

集中豪雨などの大雨によって土砂災害の発生のおそれが高まった場合、京都市で
も学区単位で避難情報が発令されるが、避難情報の解除にあたっては、前述の要素
があるにも関わらず、市内全域一律で発表される大雨警報（土砂災害）の解除を判
断基準としてきた。地域によっては天候の回復後も避難情報が解除できない状況が
生じている。 

これを踏まえ、本市でも、「京都市避難情報判断・伝達マニュアル」に示す避難
情報の解除基準の見直しを検討し、その内容について洪水土砂部会にお諮りしたも
のである。 
〇 本市の対応策 

・ 地域ごとの土砂災害危険度に応じて、避難情報の解除を適切に判断できるよ
う改善する。 

・ このため、全市一律の大雨警報（土砂災害）の解除を待つことなく、地域ご
とに、京都府が運用する「土砂災害警戒情報システム」のメッシュ情報が大雨
警報基準（赤）を下回って大雨注意報基準（黄）に至った場合，避難情報を解
除する。 

・ 避難情報の解除の範囲（単位）については、地域の特性を鑑み、区・支所単
位など一定のまとまりで解除する。 
 

 
 

 
〇 委員からの主な意見 

   【解除の基準の見直し全般について】 
・ 避難情報に基づく避難所の開設・運営は、地元住民の協力とご負担で行われ

るもので簡単なものではない。避難所の閉鎖が長引いて夜になるのか、見直し
案を適用した場合のように閉鎖が夕方ですむのかで、開設・運営に携わる地元
住民の受け止め感覚は異なってくる。 

・ 災害発生の見逃しが無いよう安全側で避難情報を出すことが基本だが、避
難情報の頻度が高まるため、情報の受け手が疲弊するという問題がある。その

本市の対応策について承認を得た 
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一方で、現在の避難情報の解除は、市内全域一律での判断となっているため、
実際の天候の具合や地元住民の感覚とは異なることも考えられる。今回のよ
うに、できる範囲で見直しをすることは、しっかりした取組だと思う。 

・ 見直し案にある避難情報の解除の単位（範囲）について、行政区単位を基本
としているが、行政区域が広く山間部を有する行政区においては見直し案の
ように細分化することは望ましい。 

→ 見直し後の基準については、今後、運用しながら実態を見定めていく。より
改善すべき点があればブラッシュアップしていく。 

   
    【解除の判断について】 

・ 避難情報の解除の事例で、京都府の土砂災害 警戒情報システムのメッシ
ュ情報が大雨警報基準（赤）を下回っても、大雨警報が解除されなかったこと
がある。この後に強い雨が降る可能性を考慮して、大雨警報が解除されなかっ
たのかもしれない。この見直し案と気象情報の意図とがうまくマッチしてい
るのかチェックしているか。 

→ ご指摘のとおり、雨が降る可能性をみて大雨警報を解除しなかったのだと
思われるが、市内全域を一律で解除しているのが現状である。今後、見直し案
に基づいて避難情報を解除する際には、見直し案の注意書きにあるように、気
象状況を考慮して判断する、としているので、今後の降雨の降る範囲や見通し
も含めて判断するよう運用していく。 

 
【住民への周知について】 

・ 解除基準の見直し、解除の単位（範囲）の細分化については望ましいことで
あるが、大事なことは、受け取る側の住民が、こうした解除が行われることも
含め避難情報をしっかり把握できるかどうかである。 

・ 避難情報は伝え方が難しく、行政が伝えたつもりでも伝わっていないこと
も多々ある。住民の方がわが事と思えるように、まずは理解を進めてもらうた
めに周知の工夫をすべきである。災害への意識を高めてもらうことは重要。 

→ 住民の方への周知については区役所・支所を通じて地元の方に情報共有さ
せていただく。地元の方にとって不明な点がないかについても、行政でフォロ
ーし、説明をしていく。 
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 議題 土砂災害による避難情報の解除の判断基準について 
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